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午前９時59分開会

会議に付した案件

○概要説明

環境森林部

１．カーボンニュートラルの現状と取組

○協議事項

１．委員会の調査事項について

２．調査活動方針・計画について

３．県内調査について

４．次回委員会について

５．その他

出 席 委 員（11人）

委 員 長 安 田 厚 生

副 委 員 長 松 本 哲 也

委 員 外 山 衛

委 員 日 髙 陽 一

委 員 武 田 浩 一

委 員 日 髙 利 夫

委 員 荒 神 稔

委 員 下 沖 篤 史

委 員 工 藤 隆 久

委 員 岩 切 達 哉

委 員 前屋敷 恵 美

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

環境森林部

環 境 森 林 部 長 長 倉 佐知子

環境森林部次長
田 代 暢 明

（ 総 括 ）

環境森林部次長
松 井 健太郎

（ 技 術 担 当 ）

環 境 森 林 課 長 壱 岐 さおり

環 境 管 理 課 長 落 合 克 紀

循環社会推進課長 長 友 和 也

自 然 環 境 課 長 川 畑 昭 一

森 林 経 営 課 長 松 永 雅 春

山村・木材振興課長 二 見 茂

再造林推進室長 永 田 誠 朗

みやざきスギ活用推進室長 笹 山 寿 樹

事務局職員出席者

政策調査課主事 原 田 智 史

政策調査課主査 西 尾 明

○安田委員長 おはようございます。それでは、

ただいまからカーボンニュートラル推進対策特

別委員会を開会いたします。

まず、委員席の決定についてであります。

委員の皆様の座席順につきましては、ただい

まの着席のとおり決定してよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○安田委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、本日の委員会の日程についてでありま

すが、お手元に配付の日程（案）を御覧くださ

い。

４、概要説明として、執行部から、環境森林

部に出席いただきます。

執行部への質疑の後に、５、協議事項といた

しまして、委員会の調査事項、調査活動方針・

計画などについて御協議をいただきたいと思い

ますので、このように進めてよろしいでしょう

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
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○安田委員長 それでは、そのように決定いた

します。

では、執行部入室のため、暫時休憩いたしま

す。

午前10時１分休憩

午前10時３分再開

○安田委員長 委員会を再開いたします。

環境森林部においでいただきました。

初めに、一言御挨拶を申し上げます。

私は、当委員会の委員長に選任されました安

田厚生でございます。どうぞよろしくお願い申

し上げます。

私ども11名が先の臨時会で委員として選任さ

れ、今後１年間、調査活動を進めてまいりたい

と思いますので、どうぞ皆様方の御協力をお願

いいたします。

それでは、委員の紹介をいたします。

最初に、私の隣が延岡市選出の松本哲也副委

員長です。

○松本副委員長 松本です。どうぞよろしくお

願いいたします。

○安田委員長 続きまして、皆様から見て左側、

日南市選出の外山衛委員です。

○外山委員 よろしくお願いします。

○安田委員長 串間市選出の武田浩一委員です。

○武田委員 よろしくお願いします。

○安田委員長 東諸県郡選出の日髙利夫委員で

す。

○日髙利夫委員 よろしくお願いします。

○安田委員長 都城市選出の荒神稔委員です。

○荒神委員 よろしくお願いします。

○安田委員長 小林市・西諸県郡選出の下沖篤

史委員です。

○下沖委員 よろしくお願いします。

○安田委員長 続きまして、皆様から見て右側

になります。宮崎市選出の日髙陽一委員です。

○日髙陽一委員 よろしくお願いいたします。

○安田委員長 延岡市選出の工藤隆久委員です。

○工藤委員 よろしくお願いします。

○安田委員長 宮崎市選出の岩切達哉委員です。

○岩切委員 どうぞよろしくお願いします。

○安田委員長 宮崎市選出の前屋敷恵美委員で

す。

○前屋敷委員 よろしくお願いいたします。

○安田委員長 以上、委員の紹介を終わります。

執行部の皆様の紹介につきましては、お手元

に配付の配席表に代えさせていただきます。

それでは、概要説明をお願いいたします。

○長倉環境森林部長 環境森林部でございます。

よろしくお願いいたします。

環境森林部では、第四次宮崎県環境基本計画

において、「2050年ゼロカーボン社会づくり」プ

ロジェクトを重点施策として位置づけており、

４つの柱として、省エネルギー・省資源の推進、

再生可能エネルギーの導入拡大、森林吸収量の

維持、環境保全を支える人材づくりを掲げまし

て、関係部局と連携し、施策を展開していると

ころであります。

また、昨年度立ち上げた日本一挑戦プロジェ

クトの一つでありますグリーン成長プロジェク

トにおいては、再造林率日本一を目標に掲げ、

循環型農林水産業の推進とともに、各産業部門

の脱炭素経営の推進による成長の実現を目指し

ております。

このプロジェクトの本格展開を図るため、当

部では、今年度の組織改正によりまして、再造

林推進室及び環境計画担当とゼロカーボン社会

づくり担当を統合した環境政策・脱炭素推進担

当を環境森林課に設置したところでありまして、
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再造林と脱炭素化の取組をより一層推進してい

くこととしております。

本日は、カーボンニュートラルの現状と取組

について、国内外の動向や本県の現状と課題、

取組などを説明させていただきます。

詳細につきましては、担当課長から説明させ

ていただきますので、よろしくお願いいたしま

す。

私からは以上でございます。

○壱岐環境森林課長 資料の３ページを御覧く

ださい。

まずは、カーボンニュートラルに向けた世界

と日本の動きについて御説明をいたします。

（１）世界では、2018年にＩＰＣＣにおいて、

産業革命以前の水準から温暖化を1.5度に抑える

ことにより、多くの気候変動の影響を抑えられ

るが、そのためには世界のＣＯ２排出量を2050

年前後に正味ゼロとすることが必要との報告書

がまとめられました。

この報告等を受けまして、2022年10月現

在、2050年等の年限付のカーボンニュートラル

の実現を、日本を含め150以上の国と地域が表明

をしているところです。

（２）日本についてです。

日本では、2020年に、2050年までのカーボン

ニュートラルを宣言し、2021年に、2030年度の

温室効果ガスを2013年度と比較して46％の削減

を目指すことを表明しております。

また、国内の自治体におきましても、令和６

年３月時点で46都道府県を含む1,078の自治体

が2050年までに二酸化炭素排出実質ゼロを表明

しております。

４ページを御覧ください。

世界の現状についてです。

（１）世界のエネルギー起源ＣＯ２排出量に

ついては、2021年が336億トンと、コロナ禍にお

ける経済活動の再開等に伴い過去最大となって

おります。

国別の内訳では、下の円グラフのとおり、中

国が最も多く、全体のおよそ３割を占めており

ます。次いで、アメリカ、ＥＵ27か国、インド、

ロシア、日本の順となっております。

右側のグラフは、ここ30年の国別排出量の推

移を表しております。日本は僅かに減っていま

すが、中国の排出量が大きく増えてきておりま

す。

次は、５ページを御覧ください。

（１）温室効果ガスの排出・吸収量について

は、日本全体で、2022年度で約10億8,500万トン

となっており、前年度と比較しますと、2.3％減

少しています。

黒の折れ線グラフは、排出量から吸収量を引

いた数値を示しています。2050年の排出実質ゼ

ロを目指すためには、この折れ線グラフが赤の

破線に沿った形になる必要がありますが、2022

年度までの状況は比較的順調に推移をしており

ます。

資料の６ページを御覧ください。

（２）部門別のＣＯ２排出量の推移です。

2022年度の前年度からのＣＯ２排出量の変化

を部門別に見ますと、産業部門は5.3％減少、運

輸部門は3.9％増加、業務その他部門は4.2％減

少、家庭部門は1.4％減少となっております。

国においては、コロナ禍からの経済回復によ

り、輸送量が増加して運輸部門の排出が増加し

た一方、産業部門や業務その他部門、家庭部門

等については、節電や省エネ努力等の効果によ

り排出量が削減したと分析がなされているとこ

ろです。

７ページを御覧ください。
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（３）森林等からの吸収量の推移についてで

す。

2022年度の森林等からの吸収量は約5,020万ト

ンで、2021年度と比較すると、6.4％減少してお

ります。

吸収量の減少については、人工林の高齢化に

よる成長の鈍化等が主な要因と考えられており

ます。

８ページを御覧ください。

ここからが本県の状況になります。

（１）温室効果ガスの排出状況について

は、2020年度が総排出量974万トンで、前年度と

比較すると、1.3％減少しています。

また、森林等の吸収量については390万トンと

なっております。

この結果、総排出量から吸収量を引いた実質

の排出量は585万トンと、基準年度の2013年度と

比較して28.3％の減少となっております。

本県では、排出量のおよそ４割を森林が吸収

しており、排出量削減に向けては、森林が大き

な役割を果たしております。

９ページを御覧ください。

（２）部門別の排出量についてです。

2020年度は、産業部門の排出量が最も多く、

次いで、運輸部門、業務その他部門、農業分野、

家庭部門の順となっております。全国と比較す

ると、本県は運輸部門や農業分野の占める割合

が高いことが特徴となっております。

10ページを御覧ください。

（３）再生可能エネルギーの導入状況につい

てです。

本県の2022年度の再生可能エネルギーの導入

状況は、2,748メガワットで、前年度と比較しま

すと、1.8％増加しております。

内訳としましては、太陽光発電が1,564メガ

ワットで、全体のおよそ６割を占めております。

次いで、水力発電が1,011メガワットで、全体の37

％となっております。

太陽光発電は、2012年度から始まった固定価

格買取制度の影響や、本県は日照時間が長いこ

と、また太陽光発電は設備の設置に要する期間

がほかの再生可能エネルギーと比較すると短い

ことなどが要因で年々増加しているという状況

になっております。

11ページを御覧ください。

こちらは、第四次宮崎県環境基本計画におけ

る目標について記載をしております。

県では、この計画において２つの目標を掲げ

ております。

まず１つ目ですが、四角囲みに記載のとお

り、2030年度の温室効果ガスを2013年度と比較

して、50％削減することを目標としておりま

す。2020年度の段階で、28％の削減を行ってお

ります。

資料の12ページから13ページを御覧ください。

ここには2050年ゼロカーボン社会の実現に向

けたロードマップを掲載しております。

12ページの省エネルギー・省資源の推進、13

ページの再生可能エネルギーの導入拡大、森林

吸収量の維持、環境保全を支える人材づくり、

これらの大きな柱ごとに対策を進めることで、

目標の達成につなげたいと考えております。

資料の14ページを御覧ください。

四角囲みに記載していますが、2030年度の温

室効果ガス50％削減を達成するためには、県、

市町村、事業者、県民等、全ての主体で一層の

排出削減の取組が必要となります。

県では、令和３年の第四次環境基本計画の策

定に合わせ、国が推進している2050年温室効果

ガス排出実質ゼロの表明を行ったところです。
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また、県内でも資料に記載の16市町が県と同様

の表明を行っております。

温室効果ガスの削減に向けた主な関連事業と

しましては、記載のとおりですが、ゼロカーボ

ン社会づくりに向けた普及啓発、事業者の省エ

ネ設備更新の支援などに取り組んでいるところ

です。

資料の15ページを御覧ください。

２つ目の目標になります。四角囲みに記載の

とおり、2030年度の再生可能エネルギーの導入

を総出力電力3,600メガワットまで増やすことと

しております。2021年度の段階で、2,697メガワッ

トの導入状況となっております。

16ページを御覧ください。

四角囲みに記載のとおり、使用する電力の再

生可能エネルギーへの転換を推進するには、県

民や事業者等に対し、再生可能エネルギーの利

用の導入や促進を図っていく必要があります。

主な関連事業としましては、記載のとおりで

すが、再生可能エネルギーの導入を増やすため、

住宅や事業所等への太陽光発電設備や省エネ設

備の導入支援などに取り組んでいるところです。

説明については以上です。

○安田委員長 ありがとうございます。執行部

の説明が終わりました。

皆様にお知らせをいたします。これより質疑

に入りますが、目次ごとか一括がどちらがよろ

しいでしょうか。。

〔「一括」と呼ぶ者あり〕

○安田委員長 それでは、一括で質疑をよろし

くお願いいたします。

○岩切委員 御説明ありがとうございました。

再生可能エネルギーの導入が進んでおりまして、

その中で、宮崎の特徴として太陽光がリードし

ているというお話でした。家庭の自宅の屋根の

上というものは別にして、大型の山や田畑を太

陽光発電所にされるケースが目立ち、懸念とし

て、その結果、失われるものがあるかと思うの

ですが、そのことについては、規制や考え方で

調整していることがありましたらお聞かせいた

だきたいと思います。

○壱岐環境森林課長 大規模のメガソーラーの

ようなものを設置する場合には、広い農地や、

ある程度広い面積の場所が必要になってまいり

ます。例えば、農地に設置するような場合につ

いては、農地法や転用にも関わってきます。法

律でチェックがかかるようになっておりますの

で、大規模に設置する場合には、環境への影響

などをきちんと確認するようになっていると認

識しておりますので、メガソーラー自体が悪い

というわけではないのかなという認識は持って

いるところです。

ただ、国として推進しているところは、どち

らかというと、自家発電型の太陽光発電や、事

業所などの住宅部分の自家発電型の発電設備を

国として推進を図っている状況でございます。

○岩切委員 ありがとうございます。私も自宅

用につけたりとか、工場や学校などの屋上が空

いていれば、そこで使う分の電力を少しだけそ

ういう太陽光で賄うという考え方が再生可能エ

ネルギーだろうと思っていまして、大規模に山

を切り開いて、パネルを敷いて、電力会社に売

ることを目標にしたものは正しいのかなという

思いもありつつも、石油を使用するよりかはい

いのかなと、いろいろジレンマを感じながら見

ております。

宮崎市の中心部から少し離れると、大きな山

を切り開いたメガソーラーが見られます。そし

てまた、遊休地、田畑を買いますというような

話で、太陽光エネルギーパネルを設置する趣旨

令和６年５月17日（金曜日）
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のようなものをテレビで見ます。専門外ですが

このような開発が簡単に行われていくことは、

大丈夫なのかというような思いでした。

規制等をかけ、考え方を整理しながら取り組

まれているということでよろしいでしょうか。

これまで以上に、何か自治体として考え方を整

理して、規制をしないといけない部分もあると

いうような思いはないのか、その辺お聞かせい

ただければと思います。

○壱岐環境森林課長 現状の状況を見ますと、

様々な法律で、開発する場所によって規制はか

かっておりますので、まずはそこをきちんと

チェックをかけていくという状況が必要なのか

なと思っております。もし、何か大きく問題が

出てきたときには、ケース・バイ・ケースとい

うことで対応していく形になると考えておりま

す。

あと大規模に開発するには、農地や山の部分

もありますので、環境アセスメントや林地を開

発する場合には許可といった部分でもきちんと

規制とかはかかっておりますので、まずは、今

までどおりの取組をしっかりとしていくという

ところで考えております。

○工藤委員 太陽光パネルの耐久性というのが

大体17年から20年ぐらいで、今、設置されてい

るところを含めて、外国企業等の会社であれば、

後追いをしていかなければいけないと思います。

その太陽光パネルの切替えまでしっかり責任

を持ってやっていただけるような形なのかどう

かと、太陽光パネルを、今後廃棄する場所はど

こに検討されているのかをお聞きしたいと思い

ます。

○壱岐環境森林課長 太陽光パネルについては、

耐用年数がありますので、一定の年数をたちま

すと、更新が出てきて、大量に廃棄したり、リ

サイクルをかけたりとかというような状況が生

じてくると思います。

国でもそのことについては認識をされていて、

固定価格買取制度が始まったときに設置したも

のについては、大体耐用年数が来るような状況

にもなってきますので、今、国においても議論

をされている状況というところは認識をしてい

るところです。

○長友循環社会推進課長 太陽光パネルの廃棄

のお話について、答弁させていただきます。

再生可能エネルギーの進展のためには、太陽

光パネルの適切な廃棄が行われるのが前提だと

思います。どのような場所で廃棄するかといい

ますと、排出事業者のほうが今のところ産廃業

者にお願いをして、適切な解体、撤去、収集、

運搬等を行い、破砕の後、焼却、もしくは埋立

ての処分をするということが現状となっており

ます。

ただ、リサイクルを進めることが二酸化炭素

排出削減につながりますので、環境森林課長が

申し上げましたように、国のほうでも、2030年

代の大量排出に向けまして、リサイクル技術の

検討や、このリサイクルがビジネスとして成り

立つような検討等を行っているところでありま

すので、県としてもそれを注視してまいりたい

と思っております。

○工藤委員 太陽光パネルの設置については許

可等あるんでしょうが、17年とか20年たってい

るところが、その更新に対しての縛りがあるの

かどうか、お伺いしたいと思います。更新をし

ていかないと、太陽光パネルを17年、20年だけ

使って、その後は設置しているけれど、何も発

電しないといった設備になるともったいないと

思います。そこまで継続的に後追いをしている

のかどうか、お聞きします。

令和６年５月17日（金曜日）
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○壱岐環境森林課長 太陽光発電の更新の時点

のところは、細かく把握しているところではな

いのですが、企業の中でもリユースの動きがあ

り、工業技術センターでもパネルのリサイクル

等の研究を行っていますので、県としてもその

ような技術の支援をしながら、企業にも情報提

供をしていく形にしていきたいと思っています。

実際、今設置しているところは、太陽光の発

電を続けていこうと思えば、更新をしていかな

いといけないと思いますので、県ではそのよう

な企業への情報提供等をしながら、放棄される

ような状況になれば、きちんと指導していくよ

うな形を、設置されている場所や状況で、関係

部局と連携していくことになると思います。

○荒神委員 初歩的なことですが、この温室効

果ガスの排出量や吸収量とあるわけですが、こ

の辺のトン数の算出の仕方はどのような内容な

のでしょうか。また、再造林に水を差すわけで

はないですが、山林を手放して太陽光パネルを

設置する考えに移行する人たちも出てくると思

いますが、農地であれば農地法なり─熊本の

問題もあって、今からはちょっと農地も難しい

時代になってくると思うのですが、山林につい

て、その仕組みやどのような手続きで設置が可

能になっていくのかを教えてもらえますか。

○落合環境管理課長 その農地自体が環境にど

のような影響を及ぼすかについては、環境影響

評価法によりまして制度が決まっております。

大規模なものによりましては、その規制を受け

たりするということで、例えば対象事業という

ことでいきますと、大きさが出力の４万キロワッ

トで相当大きなものになります。あと、環境影

響評価法の県条例がありまして、こちらでいき

ますと、面積が35ヘクタール以上が対象となっ

ておりまして、これもかなりの規模になります。

そのようなものが相談に上がった場合には、事

業者と相談しながら対応に当たっていくという

ことで考えております。

○荒神委員 私が聞きたいのは、個人所有の山

林を太陽光パネルに移行するときの手続が農地

と違って、山林はたやすいのかなと思うのです

が、再造林を渋っている人が太陽光パネルに移

行するという考えも話を聞くんですけれども、

その辺の県の考え方や、設置方法は、農地とど

う違うのか、それはたやすいのかどうかを教え

てもらえますか。

○川畑自然環境課長 山林における開発を担当

しています。森林法によりまして、山林で開発

を行う場合は、１ヘクタールを超える場合につ

きましては、林地開発申請手続が必要となりま

す。

ただ、太陽光につきましては0.5ヘクタール以

上になっておりまして、0.5ヘクタール以上の太

陽光発電施設を森林内に造る場合は、林地開発

申請が必要となっております。

ただし、0.5ヘクタール未満であれば、林地開

発申請は必要ありませんけれども、その場合は

伐採等を伴いますので、伐採届を市町村に出す

場

合に、目的を太陽光発電施設とか、そういう形

で届ける形になるかと思います。

○荒神委員 第四次宮崎県環境基本計画におけ

る目標の2030年度を見ると、太陽光の割合が大

きいわけですけれども、そうなったときに山林

に目がいく所有者というのも出てくると思いま

す。また県としては移行されることを踏まえて

の計画性なのかと思っているのですが、今、0.5

ヘクタール以下であれば伐採届等で、たやすく

それが設置できるのかなという印象を持ったの

ですが、その辺はどうなんでしょうか。

令和６年５月17日（金曜日）
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○壱岐環境森林課長 太陽光発電を増やしてい

くという目標にしておりますが、どちらかとい

うと、先ほども申し上げましたけれども、住宅

や事業所とかで、自家発電型の太陽光発電とい

うようなところの設置を国のほうとしても推奨

をしてきております。

メガソーラーの設置が悪いわけではないんで

すが、それについては様々な規制がかかります

ので、きちんとそこはチェックをかけていくと

いうところで、県としましては、まずは住宅や

事業所といったところの省エネ性能を高めても

らったり、自家発電型の設備を導入するという

ところをまずは大きく推進していく方向として、

事業としてもそういった支援をする事業を設定

している形で推進しているところです。

○荒神委員 しつこいようですけれども、先ほ

ど岩切委員もおっしゃったように、いろいろと

民間も遊休地なりを模索している状況もある中

で、所有者不明であるとか、山林についても、

今後の問題を考えたときに、太陽光パネル設置

へ移行するような気がしてなりません。0.5ヘク

タール以下でたやすくできるんだったら、移行

する考えの人たちも多く出てくるのじゃないか

という懸念も考えられるわけですから、その辺

の県の考え方を聞いたわけです。先ほどのトン

数の算出の仕方というのは、どういうふうにす

るんでしょう。

○壱岐環境森林課長 再生可能エネルギーの算

出については、国で出している統計資料の数字

の積み上げ部分等を計算している部分もあるん

ですけれども、統計上の数値を積み上げたりし

ながら、推測とか実際の実績値とかを出してい

ると御認識いただければと思います。

○荒神委員 私は、理解できるような頭脳を持っ

ていませんので、人に教えるときにどのように

説明したらいいのか分からないので、目に見え

ないトン数をどのようにして測り得るのかなと

思うものですから、また機会があったときにお

尋ねいたします。ありがとうございます。

○下沖委員 12ページのところなんですけれど、

一番下の県の公用車の対象車両に占める電気自

動車の割合100％とあるんですけれど、対象車両

はどのような車両を想定されているのか教えて

ください。

○壱岐環境森林課長 県の公用車は、全体とし

て約900台あるんですけれども、対象にしている

のは、乗用自動車等の比較的近距離を走るよう

なところで展開していこうとしていまして、対

象車両として311台ほどを設定しております。

○下沖委員 分かりました。

あと13ページに行きまして、森林吸収量の維

持なんですけれど、再造林率80％とあるんです

けれど、日本一の目標と10％ずれているんです

けれど、これはどういう考えでこの数値を見た

らいいのか。

○壱岐環境森林課長 委員御指摘のとおりなん

ですけれども、このロードマップについては、

県の環境基本計画のほうの中に入れている部分

なんですが、この計画をつくった時点では80％

で設定をしていたんですけれども、日本一を目

指すに当たっては90％ということで、今回のプ

ロジェクトのところから上積みを図っていると

ころです。また今後、改正していく計画がある

場合には90％というところで整理をしていくよ

うな形です。これは、この時点での考え方だっ

たという御理解をしていただけると助かります。

以上です。

○下沖委員 今後、見直しとかもいろいろ入っ

てくると思うので、随時変えていただきたいと

思います。

令和６年５月17日（金曜日）
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あと、その上の再生可能エネルギーの導入の

拡大、下のほうの電力消費量に占める再エネの

電力量の割合100％とあるのですが、これはどこ

の電力消費量を指しているのかが分からないの

で教えてください。

○壱岐環境森林課長 このロードマップ自体は、

県全体の取組として進めているところで、電力

消費量としては県全体の電力消費量ということ

で整理をしております。現在、電力消費量に占

める再エネ電力量の割合は、令和４年度の実績

として出ているところでは63.8％となっており

ます。

○下沖委員 県全体の中での電力消費量を全て

再エネに置き換えるということを目標にしてい

るということですかね。

○壱岐環境森林課長 2050年に実質ゼロを目指

すというところですので、目標として、まずは

排出量を減らすというところと、そもそもの電

気を作るところを再生可能エネルギー等にして、

ＣＯ２を出さない形で電気を作っていくように

置き換えていく形で進めていき、理想としては、

再生可能エネルギーが100％になるような状況に

なることが望ましいと考えているところです。

委員がおっしゃるとおり、実現性としては、ま

だ大分努力が要ると思っているところです。

○日髙陽一委員 私はピーマン農家なんですが、

ピーマンがいっぱいできるには実はＣＯ２が大

事で、ＣＯ２が今、悪役になっていますけれど、

炭酸ガス発生機など、今、本当に周りで農家の

方々がたくさん導入されているところです。パ

リ協定に基づく成長戦略の中でもＣＣＵＳとあ

りますが、資源を回収して、利用することはこ

の宮崎県でも可能なものなんでしょうか。

○壱岐環境森林課長 実際に、県だけでそうい

うものの開発や、いろいろ取組があるかという

と、まだお話は聞かないのですが、今、国、世

界全体としてＣＯ２削減、カーボンニュートラ

ルの取組は進めているところです。様々な先進

的な技術や、薄いフィルム型の太陽光発電が開

発中であるといった、新しい技術を取り入れて

いったり、委員おっしゃるように、排出された

ＣＯ２をもっと活用できるものがないのかと

いった技術も、今後は進んでいくと思いますの

で、そのようなところは、県としても積極的に

支援をしたり、取組を取り込んでいくことを、

今後考えなければいけないと思うところです。

○田代環境森林部次長（総括） 今の課長の説

明を補足させていただきます。

ＣＣＳ、あるいはＣＣＵＳです。ＣＣＳにつ

いては炭素貯留ということで、地下の深いとこ

ろにＣＯ２を閉じ込めて、削減を図るというも

のであります。ＣＣＵＳについては閉じ込める

ことで、石油等を掘り出すのに有効活用する等、

副次的なところも狙っていく取組だと思います

が、現時点においては、宮崎県内において、そ

ういった地層が適しているような場所であると

かの実証試験というのは行われていないので、

まだこれからではないかと思っております。

今、課長が申し上げましたように、これから

ＣＯ２を削減していくには、森林のいわゆる吸

収量を維持していくというのもありますし、新

技術を開発して導入をしていくことも非常に大

事な課題だと考えております。まだ実用段階に

至らないものもありますし、最近の新聞報道に

よりますと、日本で発生したＣＯ２を外国に輸

出して、外国で貯留するというような話もあり

ます。これは賛否両論あるようですが、県とし

ても、導入できるものについては、導入の検討

であったりを進めていきたいなと考えておりま

す。

令和６年５月17日（金曜日）
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○日髙陽一委員 有効活用というのは、例えば

ＣＯ２、水素をメタンにして有効活用するとか、

化学繊維の部分に使っていく、作物の生産に使っ

ていくということで認識をしていましたので、

ＣＯ２をいいものとして捉えていくという感覚

で質問させていただきました。

○前屋敷委員 今、地球温暖化で、この気候危

機というのは、国民誰もが肌身で実感している

状況ではないかと思います。宮崎県、日本のみ

ならず、全世界でこの課題は共有をして、解決

に当たらないといけないと思います。この気候

危機は、この10年が正念場だと今言われてきて

いるところなので、本当に私ら消費者の立場で

も、真剣に取り組むべき課題だということを日

々思っているところです。

そういった中で、温室効果ガスの排出を規制

するという意味で、県としても、16ページに今

後の目標として、県有施設脱炭素関連設備導入

事業が掲げてあるんですが、恐らく太陽光が主

流になり、これからの目標は県有施設全般にわ

たって見ていくのだろうと思うのですが、現在

の時点で、太陽光パネルが設置され利用されて

いるという状況があれば、現状を教えていただ

きたいと思います。

○壱岐環境森林課長 県有施設への太陽光発電

の設置につきましては、令和５年度は７号館と、

延岡総合庁舎に設置をしたところです。これま

で県の中では25の施設に設置等を行っておりま

す。県の建物もたくさんあるんですけれども、

県の公共施設等総合管理計画の中では、令和元

年度末の状況になりますが、行政系の建物が256

施設あるとされております。

ただ、太陽光発電を設置するには、どのくら

い日がしっかりと当たるのかや、設置できるだ

けの面積があるのか、屋根の形として設置に適

しているのか等の条件をクリアして整理をしな

いといけません。今、どのくらい設置に適した

建物が県の中にあるのかを精査しているところ

です。

目標としては、50％と置いていますが、現在

のところ、まだパーセントとしてきちんと出せ

るような状況にはないというところで御理解を

いただければと思います。

○前屋敷委員 様々な調査が必要な状況だとは

思いますが、早めに対策を打っていただければ

と思います。

それから、部門別の排出量を見ると、国全体

としては産業部門が若干減少しており、増加し

ているのは運輸部門だということですが、９ペ

ージの資料では、依然として宮崎県は、産業部

門と運輸部門が大きいパーセントを占めている

ところです。産業部門をどう解決するかという

点についても、県のみで対処できるものではな

いので、国の制度や様々な基準、支援の問題も

含めて、国に要望をしていき、企業自体もしっ

かり取り組めるような体制を取っていくことが

非常に大事かと思います。この委員会としても

まとめて要望することになろうかと思いますが、

県として積極的に排出量の多いところをどのよ

うに解決するかという点を重要視していただき

たと思います。

それと、今、個人の家での太陽光発電は進ん

できていると思うのですが、一時期は、県がしっ

かり支援して設置が進みましたが、その後、県

がその予算をなくすということもあり、今、改

めて脚光を浴びているところです。そういうと

ころは積極的にしていかないと、今は、経済状

態の問題等、厳しい状況にあるので、県民任せ

にするということではいけないのではないかと

思うので、そういった点ではしっかり県として

令和６年５月17日（金曜日）
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の予算を含めて対策も重視していただきたいな

と思ったところです。

○壱岐環境森林課長 個人や事業者に対する太

陽光発電の設置の支援等も、太陽光を進めてい

こうという立場ではすごく重要だと、我々も思っ

ています。令和６年度からは、「ひなたゼロカー

ボン加速化事業」ということで、関連事業とし

て書かせていただいているんですけれども、住

宅や事業者等への太陽光発電ですとか、太陽光

発電と一緒に蓄電池を置いたりするような場合

等に支援をするような事業もつくっております。

今後準備が整い次第、募集をかけていく形にな

りますので、県としても十分取組を進めてまい

りたいと思います。

○前屋敷委員 今、課長が蓄電池の話をされま

したが、本当にこの蓄電池をいかに開発して、

作った電気をためて使えるかというところは、

国の施策としても重要な部門ではないかと思い

ます。

ですから、太陽光などで得たエネルギーをしっ

かりと使うという点では、そういうところに研

究予算を投入できるような要望や仕組みをつく

ることが必要だなと思いました。

○岩切委員 先ほどの日髙委員の質問に関連す

るんですが、ＣＯ２の固定化も森林が最大だと

思うんですけれども、今、人工林の高齢化で、

すごい勢いで吸収率が下がっているという資料

がありますよね。更新していかなければならな

いと思うのですが、それ以外の、先ほどＣＣＵ

ＳとかＣＣＳ、さらにはそれ以外のＣＯ２固定

化の技術で我々が見ていく、学ぶのにこういう

ものがあるというものがありましたら御紹介い

ただきたいというのと、ＣＯ２固定化の産業な

どを宮崎県に誘致が可能なのか、その辺りに対

しての所見をお聞かせいただければと思います。

○壱岐環境森林課長 まだ宮崎県、日本でもな

かなか導入がされていない技術のようなところ

について、当課のほうで、具体的に会社をまだ

把握しているわけではないのですが、委員おっ

しゃるとおり、ＣＯ２を吸収するのは森林だけ

ではなくて、ブルーカーボンという海の固定化

も話題にはなっております。また、新しい技術

を持った企業の誘致みたいなところになります

と、いろいろな関係部局の事業と連携した形に

よる推進になってくると思います。特にブルー

カーボンなどはＣＯ２の吸収源である海藻だと

かアマモだとかを増やしていくというところは、

豊かな漁場をつくる部分にもつながってきます

ので、方向性を同じとするような部分について

は、農政水産部等と十分に連携しながら、ＰＲ、

啓発等をしていければと思っております。

企業の誘致については、商工観光労働部等と

情報を収集しながら、共有していくのかなと思

うところです。今後とも注視しておきたいと思

います。

○下沖委員 ９ページですが、本県の現状のと

ころで、農業分野が12.2％で結構多いのかなと

思うのですが、他県と比べての状況を教えてく

ださい。

○壱岐環境森林課長 農業分野の割合です

が、12.2％がその他という部分に分類されてい

ると思います。この部分については、メタンや

一酸化二窒素等の二酸化炭素以外の温室効果ガ

スの排出量が、農業分野の割合で高いというよ

うな状況になっております。

状況としては、農畜産県ですので、牛のげっ

ぷに含まれるメタンや窒素系の肥料等を使えば、

そこから一酸化二窒素が発生いたします。農畜

産業が盛んな状況だと、こういった二酸化炭素

以外の温室効果ガスが発生しやすい状況にある
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のかなと思っております。

細かく各県の状況とかを把握しているわけで

はないんですけれども、日本全体の状況を見ま

すと、４％程度の数値になっておりますので、

うちの県は、多くなっております。農業でも二

酸化炭素は発生しますが、これについては産業

部門に含まれているという形になっております。

○下沖委員 畜産が多いというのもあるんです

けれど、有機物を分解するときに出るので田ん

ぼとかの面積も、二酸化炭素の排出で入ってい

ると思うのですが、稲等を植えたら、二酸化炭

素を今度は吸収しますよね。これは、二酸化炭

素を出しっ放しという計算なのか、吸収する分

も見られてプラスマイナス含めた排出量を出し

ているのかをお聞かせいただければと思います。

○壱岐環境森林課長 排出量の内訳ですので、

吸収は見ずに出しているというところでの計算

になっております。

○下沖委員 はい、分かりました。以上です。

○安田委員長 ほかにないでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○安田委員長 それでは、質疑もないようであ

りますので、これで終わりたいと思いますが、

よろしいでしょうか。

〔「はい」と呼ぶ者あり〕

○安田委員長 執行部の皆さん、ありがとうご

ざいました。お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午前10時52分休憩

午前10時53分再開

○安田委員長 委員会を再開いたします。

それでは、協議事項（１）の委員会調査事項

についてであります。

お手元に配付の資料１を御覧ください。

１の当委員会の設置目的につきましては、さ

きの臨時会で議決されたところでございますが、

２、調査事項は、本日の初委員会での委員協議

において決定することとなっております。

なお、ここに記載の調査事項は、特別委員会

の設置を検討する際に、各会派から提案された

調査事項を参考として記載しております。

調査事項は、今後１年間、活動方針を決める

重要な事項であります。

特別委員会の調査活動は、実質６回程度しか

ございません。有効な提言を行うためにも、十

分な議論をいただきたいと思います。

それでは、当委員会の調査事項について、ま

た今後の具体的な調査を行っていったらいいの

かを含めて、御意見をいただきたいと思います。

○日髙利夫委員 １番の設置目的、これは議決

が済んでいるから、これは仕方ないのかなと思っ

ているんですけれど、今考えてみると、循環型

農林水産業の推進が先に来て、及びカーボンニュ

ートラルに関するというのは、カーボンニュー

トラル推進対策なのだから、本来は逆のほうが

よかったのかなと思いました。そこで細かいで

すが調査項目の順番を１に循環型農林水産業の

推進に関すること、２にカーボンニュートラル

に関することを置いて、林道等の環境整備に関

することが６に来た方がいいと考えております。

優先順位がばらばらになっているなというイメ

ージがあります。

午前10時55分休憩

午前10時58分再開

○安田委員長 いかがいたしましょうか。それ

では、順番を変えるというところで落ち着いて

よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

令和６年５月17日（金曜日）
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○安田委員長 それでは、皆様の御意見を踏ま

えて、調査事項は、順番を入れ替えるというこ

とにいたしたいと思います。

次に、協議事項（２）の委員会の活動方針・

計画についてであります。

活動方針（案）につきましては、資料１の３

に記載のとおりであります。

活動計画につきましては、資料２を御覧くだ

さい。

議会日程や委員長会議の結果から、調査活動

計画（案）を作成しておりますが、この調査活

動計画（案）を基本としながら、その都度、委

員の皆様には御相談しながら、また、ほかの常

任委員会、特別委員会とも調整しながら、調査

活動を進めてまいりたいと考えております。御

意見がございましたらお願いいたします。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○安田委員長 それでは、今後の調査活動計画

につきましては、この案を基本として、その都

度、委員の皆様に御相談しながら、またほかの

委員会とも調整しながら、実施していくことと

したいと思いますが、御異議ありませんか。。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○安田委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、協議事項（３）の県内調査についてで

あります。

再び資料２を御覧ください。

７月23日から24日で県南地区、８月６日から

７日で県北地区の県内調査となっております。

相手先の調整の時間があまりないことから、現

時点での委員の皆様方の調査先の希望について

御意見をいただいて、準備させていただきたい

と考えております。先ほど協議いただきました

調査事項を踏まえまして、県北調査、県南調査

の調査先につきまして、御意見等がございまし

たらよろしくお願いいたします。

○武田委員 先ほどの職員説明で、16の市町が

二酸化炭素排出実質ゼロを表明しているという

ことなので、特筆的なものがある市町があれば、

どこかに１か所ぐらい入れていただきたいと思

います。県だけでなく、市町村と一緒にやって

いかないと達成できないので、ぜひお願いしま

す。それと企業等、先進的な取組事例や、考え

方を持っていらっしゃる企業とかを入れていた

だけるとありがたいです。

○安田委員長 はい。ほかにないでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○安田委員長 ただいまの御意見を参考にしな

がら、調査の準備をしていきたいと思っており

ますので、よろしくお願いいたします。

具体的な調査先につきましては、正副委員長

に御一任いただいてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○安田委員長 それでは、そのような形で進め

させていただきます。

次に、協議事項（４）次回の委員会について

であります。

先ほど協議いたしました調査事項を踏まえま

して、次回の委員会の執行部の説明内容につい

て、何か御意見や要望等はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○安田委員長 特にないようでありますので、

次回の委員会の内容につきましては、正副委員

長に御一任いただいてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○安田委員長 それでは、そのような形で準備

させていただきます。

最後になりますが、協議事項（５）、その他で

ございますが、何かございませんでしょうか。
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〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○安田委員長 次回の委員会は、６月の定例会

中の６月21日（金曜日）午前10時からを予定し

ておりますので、よろしくお願いいたします。

それでは、以上で本日の委員会を閉会いたし

ます。お疲れさまでした。

午後11時４分閉会



署 名

カーボンニュートラル推進対策特別委員会委員長 安 田 厚 生




